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採用拡大に向けた奨学金返還支援制度開始のお知らせ 
 

企業の DX からメタバースへの展開に向けて事業拡大中の株式会社ピー・ビーシステムズ（福岡県福岡市、

代表取締役社長：冨田 和久、証券コード 4447 以下「当社」）は、優秀な人財の採用拡大に向けた奨学金返

還支援制度を 6 月１日より開始することを決定しましたので、お知らせいたします。 

 

独立行政法人日本学生支援機構の発表によると、大学などの高等教育機関への進学に際し奨学金を利用する

学生は年々増加傾向となっています。最新の調査（※１）によると、奨学金の利用者は大学生の 55.0%、大学

院生（博士課程）の 58.9%に達しています。 

このような中、当社では学生時代に奨学金を利用した社員の奨学金返済について経済的な面と気持ちの不安

を軽減し、伸び伸びと働くことができる施策を検討した結果、当社独自の奨学金返還支援制度を導入すること

としました。 

 

当社の奨学金返還支援制度は、新卒入社の社員だけでなく中途採用や既存の社員も含め、入社後の年数にかか

わらず、奨学金返還の支援を最長 15 年間と長期にわたって受けられることが特長です。当社は奨学金返済を抱

えた社員から経済的・心理的負担を取り除き、ポジティブな将来展望を描ける環境を提供してまいります。 

 

※1)出所：令和 4 年度 学生生活調査結果 （独立行政法人日本学生支援機構 2024 年 3 月） 

 

■奨学金返還支援制度の内容 

 開始日：2024 年 6 月 1 日より施行 

 対象者：当社の正社員または契約社員 

 支援額：月額 15,000 円（本人の奨学金返還月額が支援額に満たない場合は返還月額を上限とする） 

 支援期間：最長 15 年間 ※支援額は最大 270 万円 

 支援方法：独立行政法人日本学生支援機構が貸与する奨学金を対象とし、同機構への代理返還による 

 

◆ピー・ビーシステムズについて 

ピー・ビーシステムズは 1997 年創業の IT 企業です。福岡を本拠地として全国の企業の基幹システムを

クラウド化するセキュアクラウドシステム事業と、体験共有型 VR 装置 MetaWalkers®を製造販売する

エモーショナルシステム事業の 2 つの事業を展開しており、2019 年 9 月に福岡証券取引所 Q-Board、

2022 年10 月に東京証券取引所グロース市場に上場しました。主力事業であるセキュアクラウドシステム事業は、



主に業務システムのクラウド化や、SaaS 事業者のオンラインサービス基盤の強化とレジリエンスを中心として、

企業のデジタルワーク推進から DX 実現をサポートしています。エモーショナルシステム事業は、主力製品の

MetaWalkers®が VR ゴーグルの装着を必要とせず没入感溢れる 360 度の仮想空間を複数人で気軽に体験

できる VR 装置として国内外の遊園地・テーマパークや文化施設、イベントなどで数々の利用実績

を積み重ねています。さらに、メタバースの分野では専門部署のメタバース推進部を 2022 年 1 月に設置

して、今後さらに需要が拡大すると思われる「企業向けメタバース」の、企業からの構築要望をサポートしています。 
 

会 社 名 ：株式会社ピー・ビーシステムズ 

所 在 地 ：福岡市博多区東比恵 3-3-24  

資 本 金 ：3 億 5,026 万円（2023 年 9 月末時点） 

代 表 者 ：代表取締役社長 冨田 和久 

上場区分 ：東京証券取引所グロース市場、福岡証券取引所 Q-Board（証券コード：4447） 

事業内容 ：企業、自治体のシステムクラウド化から DX 推進、そしてメタバースまで 

～ハイブリッドクラウドのプロフェッショナル集団～ 

 
 

◆当社の業績に与える影響 

本件が当社の 2024 年９月期業績に与える影響は軽微であると判断しておりますが、今後開示すべき事項が

生じた場合は、速やかに開示を行います。 
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株式会社ピー・ビーシステムズ  

福岡市博多区東比恵 3-3-24 

ＩＲ担当 

電話番号：092-481-5669 

メール  ：ir@pbsystems.co.jp 

ＵＲＬ ：https://www.pbsystems.co.jp  

 
※本プレスリリースの記載内容につきましては、予告なく変更する場合がありますのでご了承ください。 

※本文中に記載されている会社名、製品名等は、各社の登録商標または商標です。 


